2006年6月30日

アフリカ日本協議会　近藤

『NGOから学ぶ！アフリカで活動するNGOのマネージメント』

第2回「人が全てだ！（人材確保と育成）」
1.2006年6月30日（金）18:30-21:00

2.場所：丸幸ビル2階共同会議室（東京都台東区東上野1-20-6丸幸ビル2階）

3.講師：

①（特活）アフリカ地域開発市民の会（CanDo）　代表理事　永岡宏昌氏

②　緑のサヘル　代表理事　岡本敏樹氏

③　ハンガー・フリー・ワールド　理事・事務局長　渡邉清孝氏

4.テーマ：人材確保と育成

5.出席者：21名（+講師3名）

************************************************************************************

講師からのプレゼン①

インターンシップを通じた人材育成や、現場にインターンを派遣することの意義・及び利点や課題について
＜（特活）アフリカ地域開発市民の会（CanDo）代表理事　永岡宏昌氏＞

①活動地概要

活動地であるケニア共和国・ムインギ県のヌー郡、ムイ郡は人口3.7万人、面積1,694㎞²で、カンバ人が生活している。半乾燥地であり、生活形態は、半農半牧で牧畜的傾向が強い。この地の特徴としては、ムインギ県内の最貧地であること、伝統呪術の重視、一夫多妻の広範的維持、また、カウェト制度という、女性が複数の男性と性行為を行って、子供をつくるという制度の維持があげられる。

②CanDo概要

◇沿革

CanDoは、1998年１月に任意団体として設立、活動開始、翌年9月にはケニアでNGO登録、同年11月に日本でNPO法人化された。助成金を受け、寄付金をもらって活動し、報告を行なうという形で運営をしている。寄付金が少ないのが寂しいところである。これまでの主な事業資金源は、以下の通りである。

· JICA　草の根技術協力事業（パートナーシップ型）

· 外務省　NGO事業補助金・日本NGO支援無償

· 国際開発救援財団

· 環境再生保全機構　地球環境基金

· 立正佼成会－食平和基金

· ベルマーク教育助成財団

· 日本国際協力システム

◇現在の活動内容

教育、幼児育成、環境、保健の分野があり、さらにその中でさまざまな事業を平行して実施している。しかし、これらの教育や保健といった、いわゆるセクターは、どちらかというと援助する側の都合によるものだと考える。というのも、村の住人の需要はセクターに限られたものではなく、広く相互的なものだからである。よって、セクターを越える、セクターをまたぐ活動を行なうようにしている。

例えば、環境保全の活動では、まず母親を対象にした保健教育などの保健活動を行った後に、環境保全活動を行なう。最初から環境保全活動を始めるのではなく、学校での環境教育から始めて、地域の環境保全や教科理解へつなげる。

様々なセクターでの、多様な活動を通じて、ライフスキル（危険を避ける能力や、コミュニケーション能力）を育てていくことが重要だと考えている。

③CanDoの活動方針・原則

◇方針・原則

· 「豊かさ」は現地の人々が定義すべきである

· 地域の資源（モノ、ヒト、行政制度など）を最大限に活用し、外部からの投入を最小限にする

· 事業実施プロセスでの地域住民の社会的能力向上を共通の課題とする

· 教育・環境保全・教育分野を対象とし、分野横断的・包括的に取り組む

· 当会は外部者として地域社会と関わる

· 事業実施をとおして調査を行い、事業変更や新規事業へ反映させる

· 適切な事業終了を目指す

· 現地での事業実施を通じて、地域住民が「社会的能力」を向上させることが重要であると考える

◇社会的能力とは

・ 生活のための基礎的な知識・技能

· 地域の社会問題・課題を論理的に分析する能力

· 問題・課題の解決に向けたビジョンや実現可能な計画を形成する能力

· 分析した問題や計画を社会として合意形成する能力

· 計画に沿って社会内部および外部から資源（人・モノ・資金・情報）を調達する能力

· 計画を実施する能力

· すべての過程を円滑な社会関係の中で展開する能力

④現地での事業実施体制について

構成…現地ではローカルNGOは使わず、基本的に、ケニア人の専門家、現地で雇用したカンバ人の現地スタッフ、日本人調整員とインターンで構成している。

◇ケニア人専門家の仕事内容…専門技能に基づいてトレーニング計画や各種マニュアルの作成、現地での技術指導やファシリテーションの実施を行なう。

◇現地スタッフ（カンバ人）の仕事内容…日本人調整員へのカンバ語通訳、住民の発言の分析・現地情報・住民の「常識」の伝達。

◇日本人調整員とインターンの仕事内容…活動原則・ドナー・現地状況を配慮した活動計画の策定とケニア人専門家との調整。現地行政官・小学校校長との折衝・調整。なかでも一番大切なのはケニア人専門家の技術指導・ファシリテーションの監督。技術より「調整」が大事だと考える。

⑤日本人スタッフの基準

構成…日本人スタッフは、インターン、準スタッフ、スタッフの三種で構成される。それぞれの基準は、以下の通りである。

◇インターン

6ヶ月程度の期間、当会の事業に専従参加して、「アフリカの開発」について学び、自己の将来に役立てようとする意思があり、当会の事業実施の補佐を期待できること。

◇準スタッフ

当会の事業に参加する意欲があり、特定の事業実施を担当することが期待できること。

◇スタッフ

当会の活動理念・原則などについて理解し、特定の事業実施を担当でき、インターンへの指導ができ、かつ、当会の事業全体ならびに当会の運営への包括的な目配りが期待できること。

インターンの指導が出来ることをスタッフの明確な条件にすることによって、インターン制度が現在スムーズに働いている。スタッフがインターンを指導することが前提にないと、インターンは足手まとい・面倒だ、という考えになるが、スタッフの中でインターンの指導を常識化したことにより、インターンが入りやすくなった。

⑥インターンについて

◇インターンの条件

アフリカの開発に将来も貢献していく意思をもっていること、期間中6ヶ月はインターン業務のみに専念することのほかに、6ヶ月間を将来のキャリアパスとして使うことは歓迎する。インターン期間中については、当会とインターンが相互利益になる（何か身につけたり、目的をもてたり、学べることをもち将来に進めること、また、当会の事業に対して貢献が出来るまで達すること）を条件にしている。また、自分の「異なるモノサシ」を持ち込まず、「学ぶ」「知ること」から始めることをあげている。というのも、別の経験、フィールドから得た「異なるモノサシ」をベースにすると、その人にとって「改善したいもの」が多々見えてきてしまい、実際の活動に繋がらない。

◇目標

調整員として、日本人スタッフ抜きで、ケニア人専門家と現場に入って業務をおこない、報告をするレベルまで達すること。早い人は３ヶ月でできるようになる人もいる。

◇インターンの現地での心得　

インターンには、現地は劇場であり、我々は役者であると考えさせ、現場においては自分の考え・思い込みによる発言をしないようにさせる。そして、現場には現場の歴史があり、現地の人はいろんなことでチャレンジしてくるが、そういった中で軽率に約束をすると、後で問題になることが多々あるため、まずは日本人スタッフの立ち振る舞いや、発言を模倣することを重視する。

また、村人や現地スタッフから努力して情報（特に、過去の経緯について）を集めさせている。あくまで外部者としてつきあうことを徹底する。村の中に入って村人と同じようになることで現場のことを知ることができるというメリットがあるが、人間関係・社会関係がよく分かっていない状況で中に入っていくと、現地の力関係の中に簡単に巻き込まれる危険性がある。例えば、コカコーラを村人に飲ませてもらうという行為が、場合によっては、その村人が自分の権力を示すために日本人に飲ませている、ということに使われることもあるので、個人的な「付き合い」を極力作らないようにさせている。

実は当会も当初、診療所の建設事業で建設グループの代表者と個人的な距離感が近くなり、それによって周りの人からその代表者のグループと見なされ、村の権力闘争に巻き込まれる、という失敗をした。

⑦結論

6ヶ月という時間をくぎり、目標をきちんと設定することで、大学生でも現場で使える職員になる。別のNGOでの経験や、特別な経験がないと使えない、というのは思い込みではないだろうか。

＜質疑応答＞

質問：インターンを派遣して失敗などはありましたか？

永岡さん：視点をはっきりさせて、最初のオリエンテーションを始めてからは問題はない。

質問：インターンをはじめたきっかけは？

永岡さん：そもそもケニアの場合、滞在許可は3人分しか出ず、色々な人が短期的に効率よく関っていかないと組織として成り立たないため、プロジェクトを回すためにも、必要だった。

質問：インターンからスタッフになる人はいるのですか？

永岡さん：そのまま.スタッフになることもあるし、別のNGOの職員になる人もいる。

質問：現地で雇用するスタッフについて。どのように雇用するのか？ネットワークはあるのか？

永岡さん：出発点は個人的なつながり。組織を通すと人件費が高くつくので、能力のあるひとを

個人ベースで連れてくる形をとり、それから人づてで増えていった。日当で、固定した雇用ではなく、基本的に自分の仕事があればそちらを優先してもらっている。

質問：インターンの待遇や手当ては？

永岡さん：インターンの渡航費は自費で、住居は事務所。基本的に24時間勤務で、旅行保険はCanDoがかけている。1ヶ月あたり2万円の生活費は出している。渡航費のみ出せば、貯金が減らない、ということを基準にしている。

質問:インターンの募集方法や、その反応は？

永岡さん:ホームページとメルマガで募集をしている。今回は少ないが、多いときは20～30人集まり、その中から2～3人を選ぶ。

質問：自分の団体（緑のサヘル）もインターンの募集をしているが、非常に少ないので、どうしたらそんなに応募が集まるのかノウハウを教えていただきたい。

永岡さん：やはり東の英語圏なので人が応募しやすい。フランス語圏は英語圏に比べたら、応募少し難しいのではないか。

講師からのプレゼン②

人件費を確保しながら、日本人を現地に派遣するノウハウや専門家派遣制度について

＜緑のサヘル　代表理事　岡本敏樹氏＞

①緑のサヘルの紹介

1991年3月、設立。

「サヘル地域に住む人々と共に地域住民の食糧自給の達成を目指し、砂漠化を防止し、緑を減らさない方策を講じながら、より積極的に緑を殖やす努力を推進し、地球環境の保全、自然生態系の復元に寄与」することを目的とする。

→現地住民の生活を考えながら、彼らのニーズに応えながらその発展形として環境保全を行い、植林のみでなく、食料増産も行っていく。

1992年チャド共和国にてプロジェクト開始→1996年　ブルキナファソ共和国にてプロジェクト開始→2004年UNHCRとのパートナー事業に参加。難民キャンプ及び周辺の環境保全などの事業を委託。ローカル団体としての「緑のサヘル・チャド」を設立→日本の“緑のサヘル”は別の形態でチャドに関わる。

②事業実施方法の転換

2004年までは、緑を増やす・緑を減らさない・住民生活を守る、という3つの活動方針に基づいた活動と、それらを有機的に結びつけた活動（セクター横断的な活動で、複数の活動を結び付けて、結果を出していく活動）のそれぞれに現地のローカルスタッフを付け、日本人のスタッフがコーディネーターとしてプロジェクト調整をしていく形態を取っていた。

2005年以降は、本体事業としては、緑のサヘルの基本方針に合致する活動を行うローカル団体が計画・実施するプロジェクトへの支援という形態にシフトしていくことになった。これに伴い、日本人スタッフの果たす役割の変化とプロジェクトをするのに最もお金のかかる人件費を削減するために「日本人=短期出張型」をとることになった。またそれとは別に、委託事業やパートナー事業に対して積極的に関わっており、この場合には日本人スタッフの長期滞在によって実施している。

③自己資金の視点から

人件費の捻出は、大まかに考えて組織の自己資金を拡大するか、節約するかに分かれると考えるが、その事業の方法、目的や団体の事情によって変わってくる。

◇自己資金を拡大する（＝自前で人件費を用意する）

会員拡大、カレンダー販売などの収益事業、人材派遣（JICA事業実施団体（コンサル）へ補強として入ることによって得られる資金を利用）により努力する。

◇自己資金を節約する（＝他所から人件費を引っ張ってくる）

人件費を含め、全経費を負担してもらえる委託・パートナー事業を受ける。あるいは、民間助成団体が実施している専門家派遣制度、JOCV（海外青年協力隊）が実施している隊員OVに対するインターン制度を活用する。

④事業形態の視点から

◇事業をどう捉えるか=グローバルな視点

・日本人の常駐を行わない事業実施

　日本人主導による事業実施にこだわるのではなく、ローカル団体支援という事業形態により実施する。そして、それらの団体の活動状況を実地で確認・把握することを目的とした、短期出張ベースによる日本人スタッフの派遣を行う。

＜問題点＞

日本人スタッフの派遣を短期出張ベースにすることにより、派遣経費の負担は軽減されるが、一方で日本人スタッフの能力不足が発生してきてしまう。人材育成が重要になってくると考えられる。

また、現地での事業実施を目的とする団体の場合、事業の最初から短期出張ベースの形態をとるのは無理があると思われる。

・委託事業を受ける

JICAの開発調査や国際機関が実施している事業への参加。あるいはこれらの事業へ参加している実施団体への人材派遣を行う（例：JICAのチャドプロジェクトに参加）。フランス語圏で活動しているNGO団体は少ないので、需要はある。

＜問題点＞

　委託事業や人材派遣はあくまで他団体が実施主体であることから、これらに偏ってしまうと、団体としての独自性が失われてしまう危険性がある。これを回避するためには、JICAが実施している草の根技術協力を活用する方法がある。

委託事業や人材派遣は、事業内容が団体の方針に合致していることを前提として行うべきであり、資金調達手段として割り切る覚悟も必要かと思う。

◇派遣をどう考えるか

自前で派遣出来るのが理想だが、一方で、派遣の目的や事業の時期的タイミングに応じて、色々な派遣制度を利用するのも効果的な実施方法と考えられる。当団体としては、今後は必要に応じて短期出張ベースでやっていく予定である。
・民間助成団体が実施

　団体が実施するプロジェクトに対して技術者として派遣（JAICAF等）する場合や、プロジェクト形成調査（地球・人間環境フォーラム等）の実施が可能。

＜問題点＞

派遣期間が最大3ヶ月であるため、長期滞在ができない。

・JICAが実施

協力隊OVを対象にした、NGOにおけるインターン支援制度があり、国内活動の支援よりも海外が主流なので、これを利用すれば派遣できる。また、協力隊枠のUNV（国連ボランティア）枠を使えば、長期も可能。

＜ポイント＞

日本人スタッフの派遣を、常駐で考えるか、短期出張で考えるか、状況により使い分けることができる。

⑤現在の状況

現在日本人スタッフは5人。現地スタッフ3人のうち、2人はUNHCR事業（チャド）のコーディネーターと技術者で、もう1人は環境省委託事業（ブルキナファソ）の技術者。人材の募集にフランス語が必須なため応募が少なく、協力隊や大使館派遣員などの人脈に頼らざるを得ない状況で、ネットワークの拡大に欠ける。現地でのプロジェクトはコミュニケーションが大変重要なので、フランス語は必須である。

＜質疑応答＞

質問：体制変化に伴い現地の現場慣れについてのデメリットについて、どう考えているのか？常駐を置かないということは、苦渋の決断だったのではないでしょうか？

岡本さん：NGOの役割としては、いつまでも現地に団体がいてはいけない。最終的には団体が引き上げるのが理想。現場の状況がかなり良いし、ある程度、活動が村に根付いてきたことを踏まえると、いい意味での展開だと捉えている。最終的には団体がいなくなることが理想なので、今回の転換は良い意味での決断だと考えている。

質問：ローカル団体が事業を行っている頃から、うまく進んでいるのか？

岡本さん：現場で活動する時には、様々なローカル団体とつながりを持つようにしていた。住民組織（CBO）とも繋がりを持ってきた。（講師派遣や研修受け入れなど）個人でなければいいという考えで、現地にある組織（association）とのネットワークを拡げてきた。

講師からのプレゼン③

国内インターンシップの育成が、その後の事務局の人員確保に繋がっている点や、長期に渡る人材育成に関して
＜ハンガー・フリー・ワールド（HFW）　理事・事務局長　渡邉清孝氏＞
最初にコンセプト：「やり方」より「あり方」に重点を置く。

①ねらいについて

　「育成はつらいよ」を理解する。育成は面倒であるし、手間がかかるし、労力がいる。その大変さを覚悟し、理解した上で、育成するか、しないかを考えていく必要がある。

②育成について

◇育成とは？…（会場からの意見）スタッフの教育。目標を決めてどちらの方向に育成していくか育成者が考える。潜在能力をうまく導き出し、一定の目標に向けて能力の付加価値をつける。育てられる側の主体方向性を決めてもらう（自分がどう伸びていきたいか）

◇なんのために育成するの？…（会場からの意見）育成されたいと思う人と育成したい人と思う人が、同じ願望を実現するため。大きく立派になった植物のために、植物育成が必要であるように、立派な人材がすぐには手に入らない、また不足しているから育成をする必要がある。

上記2点の概念が明確でなければ、やり方にこだわってしまったり、正しいかどうかの評価ができなくなったりするため、大切にしていく必要がある。

③インターンシップ制度について

◇種類…バングラディシュ担当、ウガンダ担当、ベナン・ブルキナファソ担当、広報担当、資金調達担当

◇主な業務…各種報告書翻訳、作成・助成金などの申請書作成・現場の活動に必要な情報収集、調査・イベント補佐・ボランティアマネージメント（様々な国内活動のボランティアの出欠を取る、イベントのマネージメントなど）・広報・資金調達（各チームで目標をもって資金を集める）等。

◇インターン受け入れの流れ…インターンは基本的に6ヶ月で、交通費だけは1日MAX1000円まで支給される。原則は週16時間以上勤務となっている。オリエンテーション後、各種研修を行い、業務が開始。3ヵ月後に中間評価を行い、11項目に点数をつけてもらい、評価を行なう。6ヶ月クリアしたら送別会がある。（募集→書類審査→契約書・覚書署名→オリエンテーション→歓迎会→業務開始→各種研修実施→中間評価（事務局長面接を含む）→最終評価→送別会）

④Youth Ending Hungerについて

15歳～24歳までの若者が参加するHFWの青少年組織。人材育成の戦略の一つであり、日本でもユースのメンバーから各国の事務局長や職員になるケースが多い。日本では約160人、各国では150～200人程のメンバーがいる。

◇日本での活動は、ロックのイベントや街頭募金・フリーマーケット出展による資金調達、啓発、パネル展示、講演会、修学旅行のコーディネートなどで、日本国内6地域で活動している。また、年に二度全国会議（2泊3日）があり、その都度20～30人が出席する。地方の若者には半額の交通費を支給している。

◇海外での活動は、HIV感染予防、栄養改善、収入創出のプロジェクトなどを行っている。

⑤人材育成の取り組み事例～インターン研修～

ⅰ）HFW組織概要（組織構成・意思決定プロセス・ステークホルダーとの関わり・NGOの組織経営論）を学ぶ（必修）

ⅱ）ビジネスマナー（名刺交換・挨拶・電話対応など）を学ぶ（必修）

ⅲ）～ⅵ）バングラデシュ・ウガンダ・ベナン・ブルキナファソなどの各国の紹介、飢餓・貧困の現状とHFWの活動紹介を学ぶ（選択）

ⅶ）会計・経理（給与明細から見る税金・年金。社会保険制度について）を学ぶ（選択）

ⅷ）会員・寄付者管理者（各地域・会員・寄付者をピックアップして紹介・寄付方法など）を学ぶ（選択）→NGO活動にとって将来このフィールドで活動していくために重要

ⅸ）広報（他国際協力NGOの広報現状、広報戦略の立て方、HFWの広報の業務内容と戦略など）を学ぶ（選択）

これら必修の研修時間は業務時間に含まれ、月に2回程度、インターン3人以上で2時間開催されている。また自由選択は1年間で6単位(12時間)分まで業務時間として受講でき交通費も支給される。

今回のセミナーの成果は、ネットワーク。たくさん名刺交換・交流会の参加が非常に大切。

◇人材育成の取り組み事例～YEHイベント開催～

YEHの場合、企画書・報告書が必須。目的・プログラム・予算・タイムラインなどを企画書として提出し、最終的には目的達成度・反省点・改善点を挙げ、やったことに対してどうだったのか、改善するために何をすればいのかを考えて報告書を提出する。
◇職員の年棒申請制度

基本年棒（別の人事考課があり）は給料の9割で、適性、仕事の成果を見て決められる。年間約3,4万円の差がある。成果年棒は、職員全員の取り組みテーマ（例えば、会員のドロップアウトを減らす、会員の無支払いを減らすなど）を決め、あるべき姿、ギャップ要因、現在の姿を考えた上で、これだけの成果を出すという目標をもとに申請する。最大15万円申請可能で、毎年3月20日に評価される。

・なぜこのようなことをやっているのか？

　年功序列であるとスタッフが、指示待ち、受身の体制になってしまうのに対して、この制度によってスタッフは自らの課題を見つけ、自分の責任で目標を達成させていく力を身に付けることができる。また業務の効率化・時間の使い方の能力も身に付けることができる。

⑥実際はどうなの？

　手がかかり、大変な面も多々あるが、当会のミッションとして、青少年育成を掲げている以上、目標を持って行っている。インターンは今まで40人ほど育成してきたが、中には非常に良い人材も育ってきている。但し、まだまだ時間が足りず手が回っていない状況。

●質疑応答
質問：それだけのインターンを抱えて、青少年育成のシステムや戦略は有効に動いているのか？

渡邉さん：本格的に戦略を立てて取り組みを開始したのは昨年なので、まだやり始めたばかりで有効に動いているとは言えないが、現在は、全国会議で色々な講師を呼んだり、外部でやっている情報を共有し、応募があれば参加したりとインプットをしている状態。地方のメンバーが取り残されているのも課題の一つである。
質問：ユースの資金調達は、どのように使うのか？
渡邉さん：ユースのメンバーがお金の使い方を決めている。海外での会議など、海外の事業費・運営費にまわしたり、HFWの活動運営費にまわしたりしている。

＜グループディスカッション＞テーマ：人材確保・育成に関して重要なことは何か？

Aチーム討議・結論（発表）：
始めに、本日の講師・緑のサヘル代表理事である岡本氏は、「自分自身は協力隊の経験からも感じられたように、現地での経験を重視し、現場に人材を送り、現地の人にアドバイスしながら手を差し伸べていく方法をとっている。新しいスタッフやボランティアからのアクションに対して自分が臨機応変に対応するようにしている。運営資金の関係上、ある程度のセレクションを行っているが、来てくれる人に対しては基本的に受け入れ体制は整えている。」と発表。

またウガンダのローカルの自立支援をしているPLASは、中・長期ボランティアに調査をしてもらっている。行きたいに人には渡航費を出して行ってもらっている。去年の12月に立ち上げたばかりなので今後戦略を立てていきたい。アデオジャパンは、基本的に学生を対象として2年間強、活動してきた。活動の範囲が拡大したため、内部にいる人だけでやっていた状態から、現在は新しい人を受け入れるという体制に移行している。トップ層を育成する環境がまだないのが現状。様々な機会を通して自らの団体を表現することにより、ビジョンの共有は成功していると思われる。緑のサヘルでは、団体のためにサポートし、働いてくれる人を募集している。リスクを背負いながらもインターンのシステム化するために、まずは基本・ビジョン・資金そして自らの労力を費やさなければいけない。今後は人材確保も考えていきたい。

HANDSは、ケニアの2県で活動しており、日本人の技術専門家2～3名、調整員2名を有給スタッフとして派遣している。また、数人のインターンも派遣している。今までは公募をかけ、インターンを募集していたが、今回は日本国際保健医療学会の学生部会が行っている「インターン・マッチング制度」を活用した。これは、途上国経験を積みたい学生と受け入れ可能な組織や研究者の間を取り持つシステムである。HANDSでは短期および長期のインターンも派遣しているが、しっかりとした出発前研修を行っていなかった。今回の研修を通して、その必要性を感じた。ケニア派遣インターンには日当と宿泊費のみ支払っているが、応募者は比較的集まりやすい。主に人脈や、HP、インターネット公募サイトを利用し、人材を募集している。インターン・マッチング制度でも、多くの候補者があった。

また一方で、以前アフリカNGOを立ち上げられなかった経験が語られた。自らが考える失敗の原因とは①社会人同士の集まりだったので、共通に時間がなく両立できなかった②資金不足③団体としての強さ・モチベーション・持久力不足。社会人同士の考えがぶつかってしまうこともあったので、やはりインターン制度で形から入ることが必要なのかもしれない。

結論としては、NGOには時間と資金に余裕がなく、インターンには場所を与えてあとは個人のやりたいように、という団体が多いようである。しかしその際、インターンはそのNGOが持っている理念・目的・ビジョンを最低限理解する必要がある。

Bチーム討議・結論（発表）：

Bグループは、メンバーの中に、実際にNGOにインターンとして働き、試用期間で辞めることを決意した学生が参加していたこともあり、インターンされる側とNGOとのギャップがあったらどうするのか、インターンされる側は、NGOに「使われている」という感覚はあるのではないか、どんなインターン制度をとっているのか、主に話し合った。

インターンとボランティアの違いについて、インターンは将来の明確な目標を持っていることが前提となるが、ボランティアは、もっと漠然としている、という意見が出た。鈴木さんから、他の団体はどんなインターン制度を行なっているのかということに関しては、AMDAの鈴木さんから紹介があった。AMDAのインターン制度は、インターンは大学院を卒業して、企業に勤めたいけれども経験がない人、医学生を対象にAMDAがプログラムを用意して、期間中（2、3ヶ月～最長で6ヶ月）に行なっている。

インターンやボランティアのモチベーション維持はどうするのか、という質問に対し、CanDo永岡さんは、インターンのモチベーションが途中でなくなることが失敗であり、目標を達成できるように、スタッフとインターン同士の円滑な人間関係を保つことが重要である、また、インターンは始め、根拠のない自信をもっていることがあり、現実味のないところはたたき、ちゃんと現実をみてもらうことがスタートラインになる、と意見を述べた。最後に、怒ったあとには必ずフォローが大事だ、ということで全会一致した。

Cチーム討議・結論（発表）：

それぞれの団体がどのように人材育成、人材確保をしているのか、インターン受け入れに関して何が重要なのかについて話し合った。

まず、自分の団体の制度について発表した。あしながウガンダでは、現地（ウガンダ）の大学から、ボランティアとして働いてくれた人に、後に職員となってもらっている。AJFは、以前から職員研修を行なっていたが、今年から3部門でインターンを始めた。アデオジャパンは、アフリカ現地の事務所に関しては、職員が流動的であり、実際のプロジェクトを通して育成している。日本の事務所のほうは、アフリカへインターンをすることを前提にしており、国内活動に関しては、企画書を習慣的に書かせる育成を行なっている。

ハンガー・フリー・ワールドは、インターン選考の基準について、その人の適正をみることもあるが、本人のやりたいことと、NGOのやりたいことが合うということが重要であると発言された。また、育成をするのには覚悟が必要であり、インターンにも組織の評価をしてもらい、その評価を今後へ活かすようにしている、と述べた。

結論として、インターン同士が情報共有をすること、インターンにある程度の到達点、達成感、技量を身につけていくステップを意識化させ、責任感をもたせることが重要ではないか、という見解になった。

＜ファシリテーター総括＞

　人を育てていくということは、どんなにしっかりしたインターンシップ制度が確立されたとしても、いつも手探り状態には変わりはない、と思う。このワークショップも相互に人が集まることによって、いかに育成できるか、育成しあえるかを共有する場だと考える。育成は若者だけが対象ではなく、今後はシニアやリーダーシップを握る人間も含めてグレードアップが必要だと感じた。

